
令和５年４月に確認を予定する
教育・保育施設・地域型保育事業所について

子ども未来部　保育幼稚園指導課

資料１



■　令和５年４月　確認予定の教育・保育施設及び地域型保育事業所一覧表

保育所 こども園 小規模

２号 ▲ 27 -

３号 ▲ 65 -

２号 ▲ 74 -

３号 ▲ 69 18

２号 ▲ 31 ②ぽぷらの里富田保育園【19名】 21

３号 ▲ 82
③富田認定こども園【152名】
※2 10

２号 ▲ 58 -

３号 ▲ 127 -

２号 ▲ 1 -

３号 ▲ 16 -

２号 ▲ 9 -

３号 ▲ 1 -

合　計 ２・３号 ▲ 560 0 1 2 49

※1　過不足量とは、区域ごとに教育・保育の需給量を図ったもの（利用保留児童数：令和４年４月現在）　　利用保留児童数には１園のみの希望者等を含む。

※2　１号認定こどもの定員を除く。

※3　新設による増加及び民営化に伴う既存公立園との増減の合計値（富田保育所→富田認定こども園：２号21名増、3号9名減）

（富田保育所→富田認定こども園：２号定員85名→106名、３号定員55名→46名）

過不足量※１

【供給量－需要量】

－

－

－

－

－

－

備考教育・保育提供区域
確認予定数

－

－

定員増数
※2※3

－

施設・事業所名【定員】

－

①キラキラ園【18名】

－

-

11

①新設

-

②新設
③民営化

1

⑥三箇牧・柱本
区域

①JR以北・芥川以
西　区域

②ＪＲ以北・芥川
以東　区域

③ＪＲ以南・芥川
以西　区域

④ＪＲ以南・芥川
以東　区域

⑤五領・上牧　区
域

－

－
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■　令和５年４月　確認予定の教育・保育施設及び地域型保育事業所　　概要

②ＪＲ以北・芥川以東　区域 ③ＪＲ以南・芥川以西　区域

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 0歳 1歳 2歳 合計

0 9 9 18 3 8 8 19 6 18 22 33 33 32 32 176

52.14 10.08 26.42 16.59 53.09 24.24 62.35 55.17 63.00 63.00 59.50 59.50 386.76

延床面積 ㎡ ㎡ ㎡

構造階建

　※上記施設・事業所の確認について、各種基準条例に定める基準に合致することは確認済み。

令和５年４月１日［確認予定］ 令和５年４月１日［確認予定］

137.75 142.61

教育・保育提供区域

施設・事業所類型

施設・事業所名

備　考

利用定員（人）

連携施設

年齢

地域型保育事業（小規模保育事業Ａ型）

鉄骨造2階建ての1，2階部分

52.14

株式会社　ニコニコグループ

特記事項

保育室面積（㎡）

施設・
事業所
概要

実施主体

令和５年４月１日［確認予定］

ニコニコ園

・保育室の部屋割りは、１歳児５名（有効面積
19.48㎡）、１歳児４名及び２歳児９名（有効面積
32.66㎡）
・連携施設はグループ園であり、同園の利用定員
を増加し、令和６年４月１日までに卒園児受け入
れ枠を設定する予定。

・連携施設のうち、卒園後受入れ枠は②つきの保育
園の２名

施設・事業所所在地

・当該園は、公私連携幼保連携型認定こども園として運営。
・３歳～５歳の内訳は次のとおり。

①桜北町第一保育園
②つきの保育園

967.4（①479.7、②487.7）

①幼児棟（既存幼稚園園舎）　鉄骨造1階建て
②乳児棟（仮設園舎）　軽量鉄骨造２階建て　1，2階部分

③富田認定こども園

教育・保育施設（幼保連携型認定こども園）

株式会社　ＢＥＩＴ

富田町三丁目8番13号 ウェルⅠビル 101

鉄骨造4階建ての1階部分

①キラキラ園

昭和台町一丁目1番1号

社会福祉法人　高槻市社会福祉協議会

②ぽぷらの里富田保育園

地域型保育事業（小規模保育事業Ａ型）

3歳～5歳の
異年齢保育室4部屋

浦堂本町65番15号

３歳 ４歳 ５歳

１号 5 9 10

２号 33 35 38

合計 38 44 48

-
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【参考】 

 

「各基準条例及び基準省令一式」 

 

 

① 高槻市児童福祉法に基づく事業及び施設に関する基準を定める条例 

 https://www.city.takatsuki.osaka.jp/bunsyo/reiki_int/reiki_honbun/k209RG00001091.html 

 

② 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

 https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=426M60000100061_20210701_503M60000100055 

 

③ 高槻市認定こども園の認定の要件及び基準を定める条例 

 https://www.city.takatsuki.osaka.jp/bunsyo/reiki_int/reiki_honbun/k209RG00001044.html 

 

④ 幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準 

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=426M60000182001_20220401_504M60000182001 

 

⑤ 高槻市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 

 https://www.city.takatsuki.osaka.jp/bunsyo/reiki_int/reiki_honbun/k209RG00001092.html 

 

⑥ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営

に関する基準 

 https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=426M60000002039_20220401_504M60000002025 

 

※最新の基準は上記 URL をご参照ください。また、会議当日は別冊にてご用意させていただきます。 

※令和４年４月１日に条例が改正され、市の独自基準を除く基準については省令の例によるとする改正が行われ

ています。 

※条例については市が提供する例規集、基準省令についてはデジタル庁が提供するｅ―Ｇｏｖ法令検索から引用

しています。 
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１．基本情報

２．定員及び連携施設等

３．　職員の状況

合　計 13 名

職員体制計画

名

調理員 2 名 嘱託医 2 名

その他職員 1

管理者 1 名 保育士 7

名

連
携
施
設

施設名 ニコニコ園

設置者名 株式会社ニコニコグループ

当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受けていた利用乳幼児を、当該保育の
提供の終了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設にお
いて受け入れて教育又は保育を提供すること。

食事の提供

項目 記入内容（概要）

施設類型

所在地 高槻市浦堂本町５７－４

連携内容

○
利用乳幼児に集団保育を体験されるための機会の設定、特定地域型保育の適切な提供に必要な特
定地域型保育事業者に対する相談、助言その他の保育の内容に関する支援を行うこと。

○
必要に応じて、代替保育（特定地域型保育事業所の職員の病気、休暇等により特定地域型保育を提
供することができない場合に、当該特定地域型保育事業者に代わって提供する保育をいう。）を提供
すること。

○

８時間の保育時間となっているか。

利用定員 ３号
０歳児 １歳児 ２歳児 合計

（３号）０歳≦１歳≦２歳
の定員設定となっているか。0 9 9 18

１１時間の開園時間となっているか。

保育
時間

平日
8
9

時
00
00

分 ～
16
17

時

～ 18 時 30 分
開所
時間

平日 7 時 30 分

00
00

分

項目 記入内容（概要） チェックのポイント

管理者名 奥野　香織 専従及び常勤となっているか。（加配対象項目）

事業類型 地域型保育事業（小規模保育事業Ａ型）

事業開始予定年月日 令和 5 年 4 月 1 日

申請者 株式会社ニコニコグループ

事業所の名称 キラキラ園

事業所所在地 浦堂本町６０番１５号

地域型保育事業確認基準適合調書

申請日 令和 5 年 1 月 13 日

保育所 幼稚園 認定こども園

自園調理 外部委託 連携施設等からの搬入

企業主導型保育事業

（職員配置基準）
○　基準上必要な職員数 ○　配置基準の対象となる職員数

※その他、非常勤保育士1名、子育て支援員
４．土地･建物の状況 1名配置
（基本情報）

（事業所の面積基準）
○　満３歳未満の園児の数に応じた面積（基準上必要な面積） ○　面積基準との適合

（保育室等の面積基準）

（屋外遊戯場の面積基準）
○　２歳児の数に応じた面積（基準上必要な面積）

保育室等の面積 52.14 ㎡

9 人 ㎡ 園児１人当たり１．９８㎡

※②の必要面積　１歳児4人×3.3㎡　 ＝13.2㎡
　　　　　　　　　　　 ２歳児9人×1.98㎡ ＝17.82㎡
　　　　　　　　　　　 13.2㎡＋17.82㎡　　＝31.02㎡

適合

園児の年齢 定員 面積基準 適合状況

２歳児 9 人 園児数×３．３㎡ 29.70 ㎡

①１歳児 5 人 ㎡ 園児１人当たり３．３㎡ ㎡

適合

適合

-

-

3.8919.48

㎡ 適合

4 人 ㎡ 園児１人当たり３．３㎡ ㎡
②１、２歳児 32.66

基準上必要な面積 47.52 ㎡

園児の年齢 定員 各室面積合計 面積基準

適合
２歳児 9 人 園児数×１．９８㎡ 17.82 ㎡

園児１人当たり
面積

基準適合

事業所の延床面積 52.14 ㎡

１歳児 9 人 園児数×３．３㎡ 29.70 ㎡
適合状況

０歳児 0 人 園児数×３．３㎡ 0.00 ㎡

園児の年齢 定員 面積基準 基準上の必要面積 47.52 ㎡

１階部分 事業所の構造 ２階建以上の事業所について耐火建築物又は準耐火建築物となっているか。

１階部分 事業所の構造
２階建以上の事業所について、条例で規定する常用及び避難用の設備が設
けられているか。

㎡ 代替地
浦堂本町かえで児
童遊園

チェック欄 項目 チェックのポイント

賃貸(有償）

屋外遊戯場 所有形態 公園等代替地 面積 429.00

基準上必要な職員数（職員配置基準＋１） 4.0 人 基準適合状況 適合

事業所
構造 鉄骨 造 2 階の 1，2 階部分

所有
形態

敷地 -
専有延床面積 137.75 ㎡

建物

※保育室は１階のみ

配置職員数①＋② 4 人２歳児 9 人 ÷ 6 人

１歳児 9 人 ÷ 6 人

＝ 1.5 人

非常勤職員数
対象職員 3 人

常勤職員数① 3 人

＝ 1.5 人 常勤換算② 1 人

０歳児 0 人 ÷ 3 人 ＝

園児の年齢 定員 職員配置基準

0.0 人

-
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１．基本情報

２．定員及び連携施設等

３．　職員の状況

申請者 株式会社ＢＥＩＴ

事業所の名称 ぽぷらの里富田保育園

事業所所在地 富田町三丁目８番１３号　ウェルⅠビル101

地域型保育事業確認基準適合調書

申請日 令和 5 年 1 月 13 日

項目 記入内容（概要） チェックのポイント

管理者名 石橋　昇士 専従及び常勤となっているか。（加配対象項目）

事業類型 地域型保育事業（小規模保育事業Ａ型）

事業開始予定年月日 令和 5 年 4 月 1 日

１１時間の開園時間となっているか。

保育
時間

平日 8 時 30 分 ～ 16 時

～ 18 時 30 分
開所
時間

平日 7 時 30 分

30 分 ８時間の保育時間となっているか。

利用定員 ３号
０歳児 １歳児 ２歳児 合計

（３号）０歳≦１歳≦２歳
の定員設定となっているか。3 8 8 19

連
携
施
設

施設名 ①桜北町第一保育園（保育所）　②つきの保育園（企業主導型）

設置者名 ①株式会社Ｔ・Ｈコーポレーション　②株式会社ひかり

当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受けていた利用乳幼児を、当該保育の
提供の終了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設にお
いて受け入れて教育又は保育を提供すること。　②のみ

食事の提供

項目 記入内容（概要）

施設類型

所在地 ①桜ヶ丘北町２番１２号　②東五百住町三丁目１６番１９号

連携内容

○
利用乳幼児に集団保育を体験されるための機会の設定、特定地域型保育の適切な提供に必要な特
定地域型保育事業者に対する相談、助言その他の保育の内容に関する支援を行うこと。　　①、②と
も

○

必要に応じて、代替保育（特定地域型保育事業所の職員の病気、休暇等により特定地域型保育を提
供することができない場合に、当該特定地域型保育事業者に代わって提供する保育をいう。）を提供
すること。
①のみ

○

名

その他職員 2

管理者 1 名 保育士 7

名

合　計 13 名

職員体制計画

名

調理員 1 名 嘱託医 2

保育所 幼稚園 認定こども園

自園調理 外部委託 連携施設等からの搬入

企業主導型保育事業

（職員配置基準）
○　基準上必要な職員数 ○　配置基準の対象となる職員数

４．土地･建物の状況
（基本情報）

（事業所の面積基準）
○　満３歳未満の園児の数に応じた面積（基準上必要な面積） ○　面積基準との適合

（保育室等の面積基準）

（屋外遊戯場の面積基準）
○　２歳児の数に応じた面積（基準上必要な面積）

０歳児 3 人 ÷ 3 人 ＝

園児の年齢 定員 職員配置基準

1.0 人
非常勤職員数

対象職員 0 人

常勤職員数① 7 人

＝ 1.3 人 常勤換算② 0 人１歳児 8 人 ÷ 6 人

＝ 1.3 人 配置職員数①＋② 7 人２歳児 8 人 ÷ 6 人

基準上必要な職員数（職員配置基準＋１） 5.0 人 基準適合状況 適合

事業所
構造 鉄骨 造 4 階の 1 階部分

所有
形態

敷地 -
専有延床面積 142.61 ㎡

建物

㎡ 代替地
富田町五丁目こすも
す公園

チェック欄 項目 チェックのポイント

賃貸(有償）

屋外遊戯場 所有形態 公園等代替地 面積 700.00

園児の年齢 定員 面積基準 基準上の必要面積 52.14 ㎡

１階部分 事業所の構造 ２階建以上の事業所について耐火建築物又は準耐火建築物となっているか。

１階部分 事業所の構造
２階建以上の事業所について、条例で規定する常用及び避難用の設備が設
けられているか。

事業所の延床面積 53.09 ㎡

１歳児 8 人 園児数×３．３㎡ 26.40 ㎡
適合状況

０歳児 3 人 園児数×３．３㎡ 9.90 ㎡

基準上必要な面積 52.14 ㎡

園児の年齢 定員 各室面積合計 面積基準

適合
２歳児 8 人 園児数×１．９８㎡ 15.84 ㎡

園児１人当たり
面積

基準適合

０歳児 3 人 ㎡ 園児１人当たり３．３㎡ ㎡

適合

適合

2.07

3.30

3.36

26.42

10.08

㎡ 適合

１歳児 8 人 ㎡ 園児１人当たり３．３㎡ ㎡

保育室等の面積 53.09 ㎡

２歳児 8 人 16.59 ㎡ 園児１人当たり１．９８㎡

適合

園児の年齢 定員 面積基準 適合状況

２歳児 8 人 園児数×３．３㎡ 26.40 ㎡

-
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１．基本情報

３．申請書

幼稚園型一時預かり事業
実施の有無を確認する。
*実施している場合は、全体的な計画
に盛り込まれているか確認すること

実施する 延長保育事業

実施しない 休日保育事業

✔

実施しない

第５号（地域連携）

第１号
第２号

１事業以上実施しているか。✔

1 月 8

目　的✔

義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして、教育
及び保育を一体的に行い、子どもの健やかな成長が図ら
れるよう適当な環境を与え、心身の発達を助長するととも
に、保護者に対する子育ての支援を行う。

１号

冬 12 月 25 日 ～

✔
教育
時間

～

園則や運営規程で定めている施設の目
的と合致しているか。

年間３９週以上となっているか。

分

分

日

日

年 月

施設所在地

認定こども園の名称

令和 5

令和 5 年 4

教育・保育施設確認基準適合調書

社会福祉法人　高槻市社会福祉協議会

富田認定こども園

昭和台町一丁目１番１号

月 1事業開始予定年月日

申請者

申請日

30

２号 ３号 合計

24 106 46 176

０歳児 １歳児 ２歳児

平日 7 時 30 時間

11

公立園の教育時間を準拠

5

2.5

時間

時間

チェック欄 項目 記入内容（概要） チェックのポイント

３歳児
定　員✔

（１号）３歳≦４歳≦５歳（満３歳児学級を
設けるときは除く場合もあり）
（２号・３号）０歳≦１歳≦２歳≦3歳≦４歳
≦５歳
の定員設定となっているか。

✔ 名　称 富田認定こども園
名称に「（認定）こども園」が入っている
か。

✔

✔
開園
時間 18 時 30

時 30

土曜日 分

４歳児

年間開園日数
日曜日及び国民の祝休日を除いた日数と
なっているか。

293 日

５歳児

２号

３号

～

日

11

平日
(水曜除く) 9 時 00 分 14

分

9 10

33 35 38

6 18 22

5

分

7 時 30

時

分 ～ 18

４歳児 ５歳児

１号
３歳児

分 ～

時

00 分

00
30
00

分

時
00
00

分

00
30
00

～
16
16
17

時

16
17

～ 4 月 9

【1号子ども】
長期休業日を設定しているか。
園則等に記載されている休業日と一致し
ているか。
※休業日を設けない園もある

水曜日 9 時 00 分 ～

31

長期
休業日

第３号（一時預かり）

第４号（ファミサポ）

時間

１１時間の開園時間
となっているか。

日

11

春 3 23 日月

8 月21 日 ～

土曜日
8
9
時

00
00

第１号（つどいの広場）

第２号（子育て相談）

✔
保育
時間

平日
8
8
9
時

月 日

✔ 教育週数 39 週

✔

夏 7

８時間の保育時間と
なっているか。

8

8

時間

時間

４．別添１　組織計画書

５．別添２　子育て支援事業計画書

６．別添３　職員配置及び学級編制計画書

子育て支援事業
に専任化する主
幹保育教諭等

子育て支援事業に専任化する主幹保育教諭等を何人配置しているか。

園長 1 名 33

5

第１２条

子育て支援事業
に専任化する主
幹保育教諭等

子育て支援事業に専任化する主幹保育教諭等には適切な人材を配置しているのか。
（幼稚園や保育所での勤務経験のない者を配置していないか等）

３人以上

副園長・教頭の資
格

副園長・教頭を設ける場合、その資格は、認定こども園法施行規則第１２条の規定に
よるものか、それとも、第１３条（第１２条と同等の資格）の規定によるものか。

幼稚園教諭免許、保育士資格の双方を併有していない保育教諭は、経過措置の１０年の間に、
持っていない免許・資格を取得できる見込みがあるか。
原則、０歳から２歳を保育士資格保有者が、３歳から５歳を幼稚園免許保有者が従事している
か。

✔ 学級実員
学級実員（確認における利用定員）は、学級定員（認可定員）の範囲内に収まっている
か。

✔

異年齢保育 学級編制

✔ 利用する施設
第２号（子育て相談）を実施する場合は、相談者のプライバシーが確保されるなど適切な設備等
が確保されているか。

利用する施設
第１号（つどいの広場）を実施する場合は、１０組以上の子ども及びその保護者が利用可能であ
り、かつ、授乳コーナー等乳幼児を連れて利用しても支障が生じないような設備を有する等適切
な環境を備えた部屋であるか。

調理員
調理員には、適切な人数を配置しているか。（自園調理をしない場合は除く。）
保育が必要な園児が４０人以下では１人、１５０人以下では２人、それ以上は３人

３歳児の学級編制は２５人以下、４～５歳児の学級編制は３５人以下となっているか。

チェックのポイント

利用料

別に補助事業として行う地域子ども・子育て支援事業や市町村単独補助事業との重複はない
か。　　　　※参考提出の補助事業一覧と照合。

第１号（つどいの広場）又は第２号（子育て相談）を実施する場合は、週１回以上の実施となって
いるか。

保育教諭 名

✔

名

名主幹保育教諭

2 名

名

副園長・教頭

12

チェック欄 項目 記入内容（概要）

実施日及び
実施時間

✔
実施日及び
実施時間

✔

該当なし

該当なし
実施日及び
実施時間

第４号（ファミサポ）又は第５号（地域連携）を実施する場合は、開園時間中は常時実施できるも
のとなっているか。

✔ 保育教諭の資格

２人

参加する保護者の様々な事情を考慮して、参加可能な保護者ができるだけ多くなる等、実施す
る日時が工夫されたものであるか。

全体
第３号（一時預かり）を実施する場合は、地域子ども・子育て支援事業の一時預かり事業で定め
る基準を満たしているか。

項目 チェックのポイント

全体

全職員の
配置計画

従事する職員
子育て支援事業に従事する者は認定こども園の職員となっているか。
※主幹保育教諭の専任でないと、公定価格が減額となる。

✔

項目

✔
事業の実施に当たって、公定価格の基本分単価の範囲内に収まらず、利用料を設定する場合
は、適正な利用料となっているか。

チェック欄

チェック欄

✔

合　計 名55

地域の子育て支援に実績のある民間の団体又は個人との連携を図るものとなっているか。

✔
2

調理員

※副園長１名が主幹保育教諭を兼務のため、職員合計数は54名となる

✔ 工夫した点

その他職員

-
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学級に担任を一人以上おいているか
担任は、幼稚園免許を持っているか
教育時間中は学級の指導ができるようなシフトになっているか。

▼学級編制
○　３歳以上の園児の学級数

▼職員配置基準
○　基準上必要な職員数 ○　配置基準の対象となる職員数

７．別添４　園長となるべき者の履歴書

８．別添５　園舎及び園庭の配置表

３歳児の学級編制
を「３５人以下」と
する場合

学級数 4 学級

【２階以上に保育室等を設ける場合】
２階建以上の園舎について、条例で規定する常用の設備がそれぞれ１以上設けられ
ているか。※図面のマーカー部分を確認

該当なし

園舎等と園庭の
所有

40

３歳児学級を「２５人以上３５人以下」とする場合、学級につき、少なくとも２人の職員が
担当しているか。＊1人は非常勤でも可。また、２人体制は、教育時間のみ求めてお
り、保育時間にまでは求めない。

該当なし

園舎等と園庭の
配置

園舎等の敷地及び園庭が借地等の場合は、制約なく継続的に使用できるものとなって
いるか。
賃貸借契約書等で、継続的に使用できるものとなっているか確認する。）（国通知「幼
保連携型認定こども園の園地、園舎等の所有について」を参照）

２階建以上の園舎について耐火建築物となっているか。（保育所からの移行特例を適
用する場合は、準耐火建築物（イ）でも可。）　※検査済書、確認申請書等で確認
※保育室及び遊戯室は１階に所在しているため、問題なし

基準適合状況 適合

園長の資格
認定こども園法施行規則第１３条（第１２条と同等の資格）の規定を適用する場合、同
等の資格と認めることができるか。

項目 チェックのポイント

園舎等と園庭は同一敷地内に配置されているか。同一敷地内に配置されていない場
合で、移行特例を適用する場合は、園児の移動時の安全等が確保されているか。

14.0基準上必要な職員数

17 人

0.0 人園長の専任・兼任の別

配置職員数①＋②

人

チェックのポイント

人

認定こども園法施行規則第１２条の規定による園長か。それとも、第１３条（第１２条と
同等の資格）の規定による園長か。

園舎の構造

第１２条 園長の資格

チェック欄

１階建

専任

20 人

チェック欄

園長

４歳児＋５歳児 92 人 ÷ 30

１歳児＋２歳児

人 ÷３歳児 38

対象職員

常勤換算②※

常勤職員数①

非常勤職員数

人17

＝

✔
配置職員ローテー

ション表

学級担任

時間ごとの職員配置は、職員配置基準を満たしているか。

✔

年齢別に、園児の数を配置基準で除して小数点第１位まで求
め（小数点第２位以下切捨て）、各々を合計した後に小数点以
下を四捨五入することによるものとする。

✔

同一敷地

該当なし

項目

専任の園長を置いているか（法１４条第１項で園長は必置）

＝ 3.0 人

2.0 人

＝ 人

✔

0

園児の年齢 職員配置基準

人人 ÷ 6

÷ 3 人

避難設備（常用）

1.9

0 人

※②は小数以下を四捨五入

人

6

定員

０歳児 人

＝ 6.6 人

▼基本情報

※園庭は富田小学校の校庭含む。

▼園舎の面積基準
○　学級数に応じた面積

避難設備（歩行距
離）

該当なし

【２階以上に保育室等を設ける場合】
２階建以上の園舎について、条例で規定する避難用の設備がそれぞれ１以上設けら
れているか。※図面のマーカー部分を確認

該当なし 調理室

【３階以上に保育室等を設ける場合】
幼保連携型認定こども園の調理室(次に掲げる要件のいずれかに該当するものを除
く。以下この号において同じ。)以外の部分と幼保連携型認定こども園の調理室の部分
が建築基準法第二条第七号に規定する耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法施
行令第百十二条第一項に規定する特定防火設備で区画されていること。この場合に
おいて、換気、暖房又は冷房の設備の風道が、当該床若しくは壁を貫通する部分又は
これに近接する部分に防火上有効にダンパーが設けられていること。
イ　スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられているこ
と。
ロ　調理用器具の種類に応じて有効な自動式の消火装置が設けられ、かつ、当該調
理室の外部への延焼を防止するために必要な措置が講じられていること。

園舎

該当なし

12203.00所有形態

屋上の使用

屋上園庭

520.00

【３階以上に保育室等を設ける場合】
カーテン、床敷物、建具等で可燃性の物について防炎処理が施されているか。

該当なし 保育室

該当なし

避難設備（避難用）該当なし

学級数

所有形態

【３階以上に保育室等を設ける場合】
非常用警報器具又は非常警報設備及び消防機関に火災を通報する設備が設けられ
ているか。
※図面で確認

不燃材料
【３階以上に保育室等を設ける場合】
壁・天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料で仕上げているか。

使用なし

㎡

①耐火建築物
②教育保育要領の効果的実施
③園児の利用しやすい場所に便所・水飲み場等を設置
④防災上の観点（避難用階段、防火戸、転落防止の金網、警報設備の設置等）に留
意しているか
⑤地上の園庭と同様の環境の確保と園児の意思での屋上の行き来できるか。

防炎処理

㎡

該当なし ３階以上の保育室等

・３階以上の階に設けられる保育室等は、原則として満３歳未満の園児の用に供する
ものとなっているか。※図面上にて確認。
・満３歳以上の園児の保育室等を３階以上の階に設ける場合は、屋上園庭が設置さ
れているか

該当なし

967.40延床面積

面積

消防用設備等

保育室の面積基準を満たした上で、３歳以上の園児の学級編制を１つの保育室内で
行うことができているか。（保育所からの移行の場合のみ）

該当なし

２学級以上 4 学級

１学級 １８０ 0.00

３２０＋１００×（学級数－２）

㎡

㎡

面積基準

常用

避難用使用なし
園庭

公園等の代
替地の使用

借地等

避難経路

✔

✔

賃貸

【３階以上に保育室等を設ける場合】
３階建以上の園舎について、条例で規定する常用・避難用の設備が保育室等から歩
行距離で３０ｍ以内に設けられているか。
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○　満３歳未満の園児の数に応じた面積 ○　面積基準との適合

（保育所からの移行のみ適用可能）

▼保育室等の面積基準

※施設整備後の令和7年4月1日からは解消予定

▼園庭の面積基準
○　学級数に応じた面積

○　満３歳以上の園児の数に応じた面積 ○　２歳児の数に応じた面積

○面積基準との適合

（保育所からの移行のみ適用可能。ただし、②＋③は満たすこと）

９．別添６　食事の提供計画書

（食事の提供方法）
3号は外部搬入不可！

園児の年齢

園庭の面積 適合状況

㎡

12203.00 ㎡

３学級以上

園児数×３．３㎡ 59.40 ㎡１歳児

２歳児

人22

18

３～５歳児 32 人 59.50 ㎡ 園児１人当たり１．９８㎡ 1.85 ㎡

園児１人当たり１．９８㎡

２歳児

4.04

3.46

適合

該当なし

33 人

人

学級数 面積基準①

2.50 ㎡ 適合

園児１人当たり１．９８㎡ 1.90 ㎡

２学級以下 0 学級

㎡

３～５歳児

３～５歳児

63.00 ㎡ 1.90 ㎡

22 人

園児数×１．９８㎡ 43.56

基準上必要な面積 122.76 ㎡

32 人 59.50

移行特例の適用

967.40

園児の年齢 定員

３～５歳児 33

調理室でなく調理設備で対応する場
合は、食事を提供する園児数に対応
できるものとなっているか。

22

㎡

３３０＋３０×（学級数－１） 0.00

チェック欄 項目 記入内容（概要）

552.60

移行特例の適用

㎡

１号 自園調理 ２号 自園調理 ３号 自園調理

チェックのポイント

該当なし 調理設備

501.60 ㎡

定員 面積基準②

０歳児 6 人 ㎡ 適合

適合

24.24

62.35

㎡

基準適合

園児１人当たり３．３㎡ ㎡

園児１人当たり３．３㎡

4 学級 ４００＋８０×（学級数－３） 480.00 ㎡

該当なし

園庭の必要面積

園児１人当たり１．９８㎡

面積基準①＋③ 552.60 ㎡ 面積基準②＋③

該当なし
外部搬入に
必要な要件

栄養士による配慮があるか、受託業者は
適切か、食事の内容は適切か、食育に取
り組んでいるかといった要件を満たしてい
るか。

適合

1.85

園児数×３．３㎡ ㎡

6 人 園児数×３．３㎡ 19.80 ㎡ ㎡

定員

３～５歳児

基準上の必要面積

園児１人当たり１．９８㎡55.17

人

63.00 ㎡

㎡

各室面積合計

人

０歳児

642.76面積基準

園児の年齢 定員 面積基準③

２歳児

園舎の延床面積

園児の年齢

130 429.00 人 園児数×３．３㎡ 72.60 ㎡

適合状況

１歳児

㎡

移行特例
（幼稚園からの

移行）

園児１人当たり
面積

18 人 ㎡

面積基準

㎡ １０．別添７　研修計画書

１１．別添８　情報開示計画書

１２．別添９　選考方法等計画書

１３．別添１０　園児の健康及び安全確保の考え方

〇通園バス利用時の安全対策等

１４．別添１１　運営状況の点検又は評価等計画書

１５．経費の見積り及び維持方法を記載した書類（直近３年間の決算書及び事業開始年度の予算書）

✔ 経済的基礎
これまで保育園として運営してきた実績と、安
定して運営が可能な十分な資金がある。

認定こども園を経営するために必要
な経済的基礎があるか。

✔ 苦情解決
園内に苦情申出窓口を設置し、解決していく。
また、第三者委員に直接苦情を申し出できるよ
うにする。

苦情を受け付けるための窓口を設置
する等の必要な措置を講じているか。

チェック欄

✔ 自己評価
自己評価を行い、保護者に対するアンケート調
査を実施し、その結果を開示するとともに、改
善を図る。

自己評価を行い、その結果を公表し
ているか。

チェック欄 項目 記入内容（概要） チェックのポイント

なし 通園バスの有無

チェック欄 項目 記入内容（概要） チェックのポイント

乗車時間は４０分程度に収まっているか。-

- ３号子どもを乗車させるか
＊３号子どもを乗車させる場合は、安全を考慮していることがわかる資料を求めること。

✔
園児の健康及び安
全確保の考え方

定員を超えた場合は厳正な抽選を行い入園を
決定する。

特別な配慮が必要な園児を受け入れ
るよう、公正な選考を行い、また、市
町村との連携を図っているか。

記入内容（概要） チェックのポイント

子どもの発達段階に呼応したきめ細かな安全
管理を行う。すべての安全項目について、マ
ニュアルや点検表を作成し、評価、確認してい
く。

園児の健康及び安全を確保するた
め、疾病予防、防災、防犯等に関する
体制を整えているか。

項目

チェック欄 項目

✔ 選考方法

記入内容（概要） チェックのポイント

チェック欄

✔

チェックのポイント

✔

研修

チェック欄

それぞれの保育教諭が学んできたことを職員
会議等で伝達する習慣を身につける。年に２・３
回は大学講師等を招き、研修会を設ける。

研修の内容や頻度、研修の機会を確
保するための配慮は適切であるか。

項目 記入内容（概要）

項目 記入内容（概要）

情報開示
地域に開かれた子育て支援施設として、財務
諸表、自己評価結果、監査報告書等をホーム
ページに掲載する等、情報開示に努めている。

情報開示の基本的な考えや開示計
画の内容は、保護者が適切に選択で
きるに足るものか。

チェックのポイント

チェック欄 項目 チェックのポイント

運行経路図等により、乗降場所、乗降園児数を確認する

-
 8

 -



１６．移行特例の適用状況

【保育所】園舎の構造

【幼稚園】保育室の面積

園庭面積の屋上の算入

あり

【幼稚園】園庭の面積 園舎と園舎の位置

適用の有無 移行特例の内容 適用の有無 移行特例の内容

保育教諭等の資格

【保育所】園舎の面積

あり 副園長・教頭の資格 園舎と園庭の位置

【幼稚園】保育室等の設置階 【保育所】保育教諭としての看護師等

【保育所】園庭の面積

あり 園庭面積の公園等代替地の算入

-
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施設及び事業所の付近見取図・平面図

①キラキラ園
②ぽぷらの里富田保育園
③富田認定こども園

地域型保育事業（小規模保育事業Ａ型）

地域型保育事業（小規模保育事業Ａ型）

教育・保育施設（幼保連携型認定こども園）

-
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0
 -



令和５年４月開設予定 幼保連携型認定こども園・
小規模保育事業位置図 
 

③富田認定こども園 

②ぽぷらの里富田保育園 

①キラキラ園 
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付近図

①キラキラ園
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付近図

②ぽぷらの里富田保育園
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付近図

③富田認定こども園
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